












(筑波大学人文社会系) 星野 豊 
Responsibility of Authors, Supervisors and Related Organizations, 
Concerning Plagiarism of the Articles 








及び所属学会が提訴された事件である、東京地判平成 27年 3月 27日平成 26年(ワ)7527号（控
訴審として知財高判平成 27年 10月 6日平成 27年(ネ)10064号・10078号、上告審として最決平








本件は、X が、Y1 が単独又は Y2 と共同で執筆した本件各論文（以下、一括して「Y1 各論文」と
いう）、及び、訴外 Bが Y2の指導下で執筆した論文（以下、「B論文」という）の中に、それぞれ X論
文の記述とほぼ同一の記述があることを前提に、これらが X論文に係る X の著作権（複製権又は翻
案権）及び著作者人格権（同一性保持権及び氏名表示権）を侵害する不法行為であり、また、学術
論文を他人に盗用・剽窃されない利益を侵害する一般不法行為を構成し、Y2 が勤める大学院を運
営する Y3大学は Y2の各不法行為について使用者責任を負う、と主張して、① Y1及び Y2に対
し、本件各論文による著作権侵害及び著作者人格権侵害の共同不法行為に基づき、Y3 大学に対
し、その使用者責任に基づき、慰謝料及び弁護士費用計 330 万円及び遅延損害金の連帯支払を
求め、② Y2 に対し、Y1 各論文による学術論文を盗用・剽窃されない利益の侵害に係る一般不法
行為並びにB論文による著作権侵害及び著作者人格権侵害に係るBとの共同不法行為に基づき、
Y3 に対し、その使用者責任に基づき、慰謝料及び弁護士費用として 220 万円及び遅延損害金の
連帯支払を求め、③ Y1 及び Y2 に対し、著作者人格権侵害に基づく名誉回復措置請求として謝
罪広告の掲載を求め、④ Y4学会に対し、運営するウェブサイト上での Y1各論文及びその著作者
名の掲載が原告論文に係る公衆送信権及び氏名表示権を侵害すると主張して、同ウェブサイト上か
らの論文及び著作者名表示の削除を求めるとともに、⑤ X 論文の著作権についての Y4 学会への
譲渡契約を Y4の債務不履行に基づき解除したと主張して、これを争う Y4学会との間で、Xが X論
文の著作権を有することの確認を求めた事案である。 
日本知財学会第 16回年次学術研究発表会予稿集、2018年 
 2 判旨（Y1及び Y2に対する慰謝料請求 20万円認容） 
① 「Y4学会は、Y1各共著論文によるX論文に係る著作権侵害を認定した後、Y2に対して是正の意思を確
認し、X との間でも対応を協議し、X と Y2 との合意に基づいて是正措置を進める準備をしていたと認められる
から、Y4 学会としては、著作者である X に配慮し、X と協議して、問題の解決に向けた相応の努力をしていた
と認められる」から、「Y4学会が本件著作権規程に基づく Xに対する義務を履行しなかったと」は言えない。 




























述は、いずれも 9 頁に及ぶ X 論文の中のわずか数行の文章にすぎず、しかも、その内容も他の文献を要約し
たものであるか、英国著作権法の規定を解説したものであって、その表現の選択の幅は極めて狭く、その限度
でかろうじて作者の個性が表れているにすぎないものであるから、Y1 が、これらの記述を利用することによって、
X の費やした時間、労力及び金銭、あるいはそれらにより得られた X の業績等にフリーライドしたとか、専門家
の 1人としての地位を不当に得ようとしたなどと評価することはできない」。「また、Y1が X論文の一部を Y1 ら
各共著論文において複製したことによって、Xの研究活動が妨害されたものとも認められない。」 
日本知財学会第 16回年次学術研究発表会予稿集、2018年 
 この第 1 審判決に対して、X が控訴し、Y1 及び Y2 が附帯控訴したが、控訴審は、第 1審判決と













































































・坂田泰弘・パテント 69巻 12号 33頁（2016年） 
